
 

 

関税定率法等の一部を改正する法律案要綱  

 

 

 最近における内外の経済情勢等に対応するため、次により、関

税率等について所要の改正を行うとともに、税関における水際取

締りの強化、貿易円滑化のための税関手続の改善等を図るための

所要の改正を行うこととする。  

 

１．暫定税率の適用期限の延長等  

  平成 28 年３月 31 日に適用期限が到来する暫定税率並びに特

別緊急関税制度及び牛肉又は豚肉に係る関税の緊急措置（牛肉

の発動基準数量の算出基礎の特例を含む。）について、これら

の適用期限を１年延長することとする。（関税暫定措置法第２

条及び第７条の３～第７条の６等関係）  

 

２．個別品目の関税率の見直し  

  学校等給食用の脱脂粉乳に対する関税の減税措置の対象に、

学校教育法に定める義務教育学校を追加するとともに、バイオ

ＥＴＢＥ製造用バイオエタノールについて 暫定税率を 設 定 し

無税とする等所要の改正を行うこととする。（関税定率法別表

並びに関税暫定措置法別表第１及び別表第１の３関係）  

 

３．税関における水際取締りの強化  

  不 正競争防止法に規定する営業秘密侵害品を関税法上の輸

出してはならない貨物及び輸入してはならない貨物に追加す

ることとする。（関税法第 69 条の２及び第 69 条の 11 等関係） 

 

４．輸出入申告官署の自由化等  

 (1) 輸出し、又は輸入しようとする貨物が置かれている場所を

所 轄 す る 税 関 官 署 に 対 し て 輸 出 申 告 又 は 輸 入 申 告 を 行 う 原

則は維持しつつ、認定事業者（ＡＥＯ）のうち輸出者、輸入

者又は通関業者等については、いずれかの税関官署に対して

輸出申告又は輸入申告を行うことを可能とすることとする。

（関税法第 67 条の３及び第 67 条の 19 等関係）  

 (2) 通関業者の業務を各税関の管轄区域内に制限する規定を

廃止するとともに、昨今の通関手続を取り巻く環境の変化等

に対応するため、通関業制度について所要の見直しを行うこ

ととする。（通関業法第９条等関係）  

 

 



５．関税率表の品目分類に関する調整  

  「商品の名称及び分類についての統一システムに関する国際

条約」（ＨＳ条約）附属書の品目表の改正に伴い、関税率表の

品目分類に関する所要の改正を行うこととする。（関税定率法

別表、付表第 1 及び付表第２並びに関税暫定措置法別表第１、

別表第１の３及び別表第２～別表第５関係）  

 

６．納税環境の整備等  

 (1) 郵便又は信書便により納税申告書等が提出された 場合の

提出時期について発信主義を適用することとする。（関税法

第６条の３関係）  

 (2) 延滞税の免除に係る規定の新設及び延滞税の計算日数の

見直しを行うこととする。（関税法第 12 条及び附則第４項関

係）  

 (3) 調査通知が行われたときから更正があるべきことを予知

し た と き ま で の 間 に 修 正 申 告 等 が 行 わ れ た 場 合 に お け る 過

少申告加算税及び無申告加算税について、その割合の見直し

を行うこととする。（関税法第 12 条の２～第 12 条の４関係） 

 (4) 修正申告等があった日の前日から起算して５年前の日ま

で の 間 に 無 申 告 加 算 税 又 は 重 加 算 税 を 課 さ れ た こ と が あ る

ときは、その修正申告等に基づき課する無申告加算税又は重

加算税の割合の見直しを行うこととする。（関税法第 12 条の

３及び第 12 条の４関係）  

 (5) 行政不服審査法の改正を踏まえ、関税等不服審査会への諮

問事項を追加することとする。（関税法第 91 条等関係）  

 

７．その他  

  その他所要の規定の整備を行うこととする。  

 

８．施行期日  

  この法律は、別段の定めがある場合を除き、平成 28 年４

月１日から施行することとする。  

 


